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資料３



事 業 実 績

２  事 業 の 概 要 ・ ス キー ム 、実 施主 体 等

１  事 業 の 目 的

民間企業における女性活躍促進事業
令和９年度概算要求額 2.3億円（2.1 億円）（）内は前年度当初予算額

雇用環境・均等局雇用機会均等課
（内線7953、5110）

事業主、特に中小企業を対象として、女性の活躍推進に関する自社の課題を踏まえた取組のあり方、男女間賃金差異や女性管理職比率の
要因分析と差異解消に向けた取組、定められた目標の達成や認定取得に向けた手順等について、個別企業の雇用管理状況に応じたコンサル
ティング等を実施し、我が国における女性活躍の一層の推進を図る。また、女性の活躍推進の観点で特に課題とされている女性の正規雇用
における「Ｌ字カーブ」解消のための施策として、アンコンシャス・バイアス解消に向けた啓発、および学生等を対象としたキャリア形成
支援等に関する周知・啓発を実施する。加えて、女性活躍推進法の周知・指導に取り組む。
※日本成長戦略（令和８年７月21日閣議決定）に基づき、女性活躍を加速するための企業向けアウトリーチ・伴走型支援に取り組む必要がある。

〇女性活躍推進アドバイザーによる個別企業のコンサルティング
企業からの申込（関係機関からの紹介も含む）等に応じ、女性活躍推進アドバイザーが個別企業の雇用管
理状況に応じたコンサルティング（自社の課題を踏まえた取組のあり方、男女間賃金差異や女性管理職比
率の要因分析と差異解消に向けた取組、女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし・プラチナえるぼし・え
るぼしプラス・プラチナえるぼしプラス）の取得支援等）を行う。

 （支援対象の拡充）→支援回数：1,000(900)社×1社あたり上限 5(4)回
〇女性活躍推進の取組についての好事例収集・発信
・男女間賃金差異の分析・公表を契機とした取組により成果を上げた企業
・女性の健康支援に取り組み、えるぼしプラス・プラチナえるぼしプラス認定を受けた企業

L字カーブ解消のための啓発

個別訪問・オンラインによる企業等への支援

〇地域の実情を踏まえた女性活躍推進に係る周知・広報
〇アンコンシャス・バイアス解消に向けた啓発
〇学生等を対象としたキャリア形成支援等に関する広報資料（デジタルリーフレット）の普及

コンサルティング件数：
207社（令和７年度）

女性活躍推進法の内容に係る周知・指導

〇改正女性活躍推進法に係る説明、問い合わせ・相談対応等を行う指導員の配置

実 施 主 体

国、都道府県労働局、
委託事業（民間企業等）

労働特会 子子特会 一般
会計労災 雇用 徴収 育休

○
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２  事業の概要・スキーム、実施主体等

１  事業の目的

令和９年度概算要求額 3.6億円（3.０億円）（）内は前年度当初予算額

企業における女性活躍推進に関する情報や、女性活躍推進と仕事と家庭の両立に係る取組を一覧化し、公表する場を提供するこ
とにより、女性の活躍推進のための取組や、仕事と家庭の両立支援制度を利用しやすい環境整備を促進する。

【実施主体】  委託事業（民間団体等）

A社 B社

東京都○○区１２３ 東京都○○区４５６
101人以上 101人以上

16.2%    （女性2人）
管理職全体（男女計12人)

部長、副部長、店長、副店長
6.2%（女性 ー 人）

管理職全体（男女計 ー 人)

（全労働者）   68.0%
（正規）      76.4%
  (非正規)        71.7%

（全労働者）    90.0%
（正規）  88.0%
（非正規） 92.0%

・正規雇用労働者：正社員
・非正規雇用労働者：有期契約社
員
男女間における給与制度上の差は
ないが、職種や職務内容が異なる
ため、平均給与に差が生じている。
役職者に占める女性従業員の割合
を40％以上にする目標に向け、研
修を充実させ、対象となる従業員
に対し、定期的に面談を行うなど
キャリア形成を図る・・・

企業名
所在地

企業規模
企業認定等

管理職に占める
女性労働者の割合 

最 新 の 数 値 が 掲 載 さ れ て い て 各 企 業 の 比 較 も し や す い ！
企 業 ラ ン キ ン グ を 見 る こ と も 出 来 る ！

要因分析や今後の取組が
記載されている！

【女性の活躍推進企業データベース・イメージ】 「女性の活躍推進企業データベース」の
    活用の促進・機能強化等

【事業概要】
■女性活躍推進法の改正で、常時雇用労働者数101人以上の事業
主に「男女間賃金差異」及び「女性管理職比率」の情報公表が義
務づけられたこと等を踏まえ、データベース上で適切な情報公表
が行われるような周知、登録・更新勧奨や、安定的なサイト運営
のための体制強化を行い、女性活躍等に関する企業情報の見える
化を推進する。
■データベースに蓄積されたデータから、登録企業における状況
の経年変化などの傾向を把握するための分析調査を行う。データ
ベース上の情報に加え、これらの分析調査により、就職活動中の
学生や求職者向けに民間の就職支援サイト等と連携した周知を行
うことで、学生をはじめとした求職者が男女間賃金差異や女性管
理職比率等に着目し、企業選択を行えるよう広報・啓発を進める。
■女性の活躍推進及び仕事と育児・介護の両立支援について、他
の模範となる取組を行う企業の事例を収集・取りまとめを行い、
企業向けに発信する。

https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/URL スマホ版

【事業実績】 年間アクセス件数（令和7年度）
女性の活躍推進企業データベース： 795,851件

男女の賃金の差異

男女の賃金の差異の説明

人数や役職名が記載されていてわかりやすい！

「両立支援のひろば」
と連携！

女性の活躍推進及び両立支援に関する総合的情報提供事業 雇用環境・均等局雇用機会均等課
（内線7842、7859）

労働特会 子子特会一般
会計労災 雇用 徴収 育休

○
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２  事 業 の 概 要 ・ ス キー ム 、実 施主 体 等

１  事 業 の 目 的

職場におけるハラスメントへの総合的な対応

令和９年度概算要求額 12億円（9.2億円） （）内は前年度当初予算額

雇用環境・均等局雇用機会均等課
（内線7840）

パワーハラスメントやセクシュアルハラスメント、妊娠・出産、育児休業等に関するハラスメント、カスタマーハラスメント、求職者等
に対するセクシュアルハラスメントなど職場におけるハラスメントは、労働者の尊厳を傷つけ継続就業を妨げる大きな障害となるものであ
り、社会的関心も高く、労働者から多数の相談が寄せられている一方、関係法令や具体的な対応に関する周知が不十分との声がある。
また、これらの職場におけるハラスメントは複合的に生じることも多く、労働者の意欲・能力の発揮を阻害し職場環境を悪化させるもの

であることから、総合的・一体的にハラスメント対策を行う必要がある。
※日本成長戦略（令和８年７月21日閣議決定）に基づき、ハラスメント対策の更なる周知・啓発に取り組む必要がある。

実 施 主 体
実施主体：国、都道府県労働局、委託事業（民間会社）

○ ポスターの作成・配布 ※一部新規
（国民一般向けカスタマーハラスメント防止啓発ポスター等の作成
（外国語版も含む）※新規）

○ 職場のハラスメント防止対策パンフレット等（事業主向け・労働者向け）
の作成・配布

○ ハラスメントに関する情報提供ポータルサイトの運営

○ X（旧ツイッター）、フェイスブック等を利用した広報

○ ハラスメント撲滅対策の全国集中実施（職場のハラスメント撲滅月間）
・シンポジウムの開催等 ・月間ポスターや啓発動画の作成

○ 事業主やハラスメント相談窓口担当者等を対象とした研修動画の配信

○ 業種別オンラインワークショップの開催 ※新規

○ ハラスメント事案解決のための支援・マニュアル周知 ※一部拡充

周
知
・
啓
発

企
業
等
へ
の
支
援

相
談
対
応

○ 全国の労働局における、職場における
ハラスメントに関する相談対応

※一部拡充（体制強化）

事 業 実 績

ポータルサイトへの月平均アクセス数：187,808件
（令和７年度）

労働特会 子子特会 一般
会計労災 雇用 徴収 育休

約1/3 約2/3
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２  事 業 の 概 要 ・ ス キー ム

１  事 業 の 目 的
将来的に継続雇用年齢や定年年齢の引上げを進めていくため、66歳以上の年齢への継続雇用延長・65歳以上の年齢への定年引上げ等を行う企業に対

して支援を実施することにより、65歳以降も働くことを希望する者全員が安心して働ける雇用基盤を整備するとともに「生涯現役社会」の構築を図る。

65歳超雇用推進助成金 職業安定局高齢者雇用対策課（内線 5822）

労働特会 子子特会
一般会計

労災 雇用 徴収 育休
○

令和９年度概算要求額 26億円（24億円）※（）内は前年度当初予算額

１ 65歳超継続雇用促進コース

①定年引上げ又は定年の定めの廃止 ②継続雇用制度の導入 ③他社※による継続雇用制度の導入

65歳への引
き上げ

66～69歳への引き上げ
70歳以上へ
の引き上げ

定年の
定めの廃止

66～69歳への引上げ 70歳以上への引上げ 66～69歳への引上げ 70歳以上への引上げ

5歳未満 5歳以上 希望者全員 対象者基準
あり 希望者全員 対象者基準

あり 希望者全員 対象者基準
あり 希望者全員 対象者基準

あり

１～３人 15 25 40 45 60 22 20 40 36 20 16 32 30

４～６人 20 32 65 70 120 37 32 65 60 30 26 50 45

７～９人 25 39 110 115 180 60 50 105 95 50 40 85 75

10人以上 30 46 135 140 240 90 75 130 120 70 60 105 100

※ 他社とは、特殊関係事業主を含む他の事業主を指します。

● 助成内容
① 65歳以上の年齢への定年引上げや定年の定めを廃止する事業主に対して助成 ② 66歳以上の年齢への継続雇用制度を導入する事業主に対して助成
③ 他社による継続雇用制度の導入を行う送出し事業主が、受入れ事業主の就業規則改正等を実施した場合、送出し事業主に対して助成 等
 ● 助成額 当該措置の内容や定年等の年齢の引上げ幅、60歳以上の雇用保険被保険者数に応じて以下の額を支給 （単位：万円）

２ 高年齢者評価制度等雇用管理改善コース
● 助成内容

高年齢者の雇用管理制度の整備（短時間勤務制度、高年齢者に係る賃金・
人事処遇制度、法定外の健康管理制度の導入等）を実施した事業主に対して
助成。

● 助成額 実施した雇用管理制度等の内容に応じて以下の額を支給
 ・賃金、人事処遇制度の導入・改善 ：60万円（中小企業以外は45万円）
 ・賃金、人事処遇制度の導入・改善以外：30万円（中小企業以外は23万円）
 ・雇用管理制度の整備に伴う機器等導入：導入経費×60％（中小企業以外は

 45％）※上限30万円

● 助成内容
50歳以上かつ定年年齢未満の有期契約労働者を無期雇用労働者に

転換させた事業主に対して、その人数（上限10人）に応じ助成
● 助成額

対象者１人につき、40万円（中小企業以外は30万円）を支給

３ 高年齢者無期雇用転換コース

※令和９年度から、対象労働者の要件のうち「有期雇用契約労働者として支給
対象事業主に雇用される期間が、転換日において通算１年以上」の要件を「転
換日において通算３年以上」とする。 4



２  事 業 の 概 要 ・ ス キー ム 、実 施主 体 等

■共働き・共育て推進事業とは、男性の育休取得促進・柔軟な働き方を実現するための措置の導入・活用促進により、共働き・共育てを定
着させていくための事業（共育（トモイク）プロジェクト）
■令和９年度においては、改正育児・介護休業法に沿った両立支援制度導入・活用に向けた企業の取組を促進するシンポジウム・セミナー
の開催（地方自治体とも連携）、企業版両親学級等の更なる取組促進を図るとともに、男性の家事・育児参画を含む仕事と育児の両立に関
する意識調査を実施し、企業の取組を促していくことで男性の育休取得促進、共働き・共育てを強力に推進する。

１  事 業 の 目 的

共働き・共育て推進事業（共育（トモイク）プロジェクト）

数値目標 ★ 男性の育児休業取得率：現状 50.9%(令和７年度) 令和７年目標50％※達成→目標85％※（令和12年）
※「こども未来戦略」(令和５年12月22日閣議決定)

★ 第１子出産前後の女性の継続就業率：現状 69.5%(令和３年) → 目標 80％（令和12年）

企業

国 ( 委託事業 )

共働き・共育て推進
委員会

労働者

情報・ノウハウの提供・機運の醸成

情報発信

○仕事と育児の両立に関する意識調査の実施
・若年層に対し、特に男性の家事・育児参画を含む仕事と育児の両立に関する意識調査を実施し、調査結果を公表する
ことにより、共働き・共育ての推進に向けた社会的機運の醸成、企業の両立支援制度の導入・活用の促進を図る

○企業向けシンポジウムの開催
・先進的な仕事と育児の両立支援制度を導入している企業の事例を収集・発信するとともに、経営者・管理職や自治体
等によるパネルディスカッション等を実施することで、企業での両立支援制度の導入・活用の取組を支援する

○経営層・企業（管理職）向けセミナー・若年層セミナーの実施（企業版両親学級を含む）
・企業の取組を促進する経営層・企業（管理職）向けセミナーを実施するとともに、今後家事・育児を担う若年層向け
セミナー動画制作及びセミナー実施による両立支援制度の導入・活用を促進
・地方自治体が参加するイベント等の実施により各地域における施策の収集・発信を強化
・企業版両親学級の取組を更に促進するため、セミナーの開催による普及や伴走支援による企業内での開催の促進を図
るとともに資料等の充実を図る

○業種別の好事例の展開
 ・育児休業等を取得しやすい雇用環境整備や仕事と育児の両立に関する効果的な取組事例などを業種別に収集・発信
○普及啓発資料の作成
・育児休業制度及び「柔軟な働き方を実現するための措置」の活用事例、男性の家事・育児に関する意識啓発の内容等
を盛り込んだ「仕事と育児両立読本」の作成・情報発信をするとともに、ミニリーフレットの作成及び母子健康手帳と
の同時配付等による周知を実施

○公式サイトの運用
・改正育介法等の周知や家事・育児体験談等の投稿を促し、参加型サイトとして運用

令和９年度概算要求額 1.2億円（1.2億円）（）内は前年度当初予算額
労働特会 子子特会一般

会計労災 雇用 徴収 育休
○

民間事業者等（委託事業）
実施主体

（R7実績）
・若年層約14,000人を対象に意識調査を実施
・シンポジウム・セミナー等を計18回開催
・共育に積極的に取り組む企業の事例集を作成（８社）
・ミニリーフレット約80万部を市区町村へ配布 5

雇用環境・均等局職業生活両立課
（内線7859）



２  事 業 の 概 要 ・ ス キー ム 、実 施主 体 等

「こども未来戦略」（令和５年12月22日閣議決定）を受け、令和６年に育児・介護休業法及び次世代育成支援対策推進法が改正されたことを踏まえ、
子育て期の労働者及び主な介護の担い手である働き盛り世代の離職防止の観点から、労務管理の専門家が個々の中小企業・労働者の状況や課題に応じ
た支援を実施することにより、制度の周知・理解促進を図る。また、 育児・介護に直面する前の制度の周知や正しい知識の付与が重要であることから、
介護休業制度等の周知事業を実施する。

１  事 業 の 目 的

中小企業育児・介護休業等推進支援等事業
令和９年度概算要求額 3.６億円（3.４億円）（）内は前年度当初予算額

雇用環境・均等局職業生活両立課
（内線7863・7859）

＜事業主・労働者支援＞
(1)中小企業育児・介護休業等推進支援事業
○中小企業で働く労働者の育児休業・介護休業の取得や休業
後の円滑な職場復帰、業務の代替等の支援、仕事と育児を両
立する柔軟な働き方の導入を支援するほか、次世代育成支援
対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定を推進するた
め、労務管理の専門家が個々の中小企業・労働者の状況や課
題に応じた伴走型支援を実施する。
○プランナーによる各地域の企業への周知強化等により企業
向けアウトリーチを拡充し、各社の課題等を踏まえた効果的
な手法の提案、個別労働者の育休復帰支援プラン・仕事と介
護の両立支援プラン等策定を支援する。

各当事者に働きかけることで効果的に育休取得・仕事と育児を両立する柔軟な働き方の導入支援の促進、介護離職防止等に取り組む

介護休業制度等特設サイトを受け皿としてインターネット広
告等の実施や、動画の掲載、シンポジウムの開催等により、
労働者等に介護休業制度や育児休業制度を予め広く周知し、
育児・介護に直面した際の離職を防止するとともに、仕事と
育児・介護を両立しやすい職場環境づくりを促進する。

(2)従業員の介護離職防止のための介護休業制度等周知事業
＜介護等に直面していない労働者を含めた支援＞

民間事業者等（委託事業）実施主体

中小企業国（委託事業）

(1)事業主・労働者支援

(2)育児・介護に直面していない労働者を含めた支援

労働者
(育児中）

労働者
(介護中）

労働者

育児・介護に直面する
労働者の離職防止

制度周知による離職防止

円滑な育休取得・復帰支援

介護休業制度等の
活用による両立支援

仕事と家庭の両立支援プランナーが、
個々の中小企業・労働者の状況・課題
に応じた支援を実施
＜具体的な支援のイメージ＞
①現状をヒアリング
②課題の抽出
③取組内容の整理・アドバイス（※）
④フォローアップ
※:個別周知・雇用環境整備・業務代替等の
支援の効果的手法の提案 など

＜R7年度支援実績＞2,178件

※下線部が拡充部分

仕事と育児を両立する柔軟な
働き方の導入支援

労働特会 子子特会 一般
会計労災 雇用 徴収 育休

○
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「多様な正社員」等の多様な働き方の実現のための環境整備の推進
労働保険特別会計 子子特会 一般

会計労災 雇用 徴収 育休
○

雇用環境・均等局総務課
雇用環境政策室（内線5194）

参 考
・日本成長戦略会議 労働市場改革分科会

とりまとめ（令和８年６月２日）

・「経済財政運営と改革の基本方針2025」
（骨太の方針2025）（令和７年6月13日閣議決定）

令和９年度概算要求額 62百万円（62百万円）（）内は前年度当初予算額

２  事 業 の 概 要 ・ ス キー ム 、実 施主 体 等
事 業 運 営 検 討 会

事業主の取組を支援

多様な働き方を実現する
ための環境整備の推進

制度導入
支援セミナー
の開催（※）

先行企業の
事例収集

事例やセミナー動画をサイトで配信

委 託 事 業

（ 民 間 団 体 ）

日本成長戦略会議労働市場改革分科会とりまとめ（令和８年６月２日）において、希望に応じて誰もが能力を発揮できるよう、多様な働き方を実現する観点から、
「多様な正社員」制度について、専門家による導入支援、好事例の周知やセミナー等を引き続き実施する必要があるとされている。さらに、経済財政運営と改革の
基本方針2025 （令和7年６月13日閣議決定）において、多様な正社員制度の普及に取り組むとされている。
多様な働き方を一層推進するため、前年度の企業調査・実態調査にて把握した、企業や労働者が多様な正社員制度を導入・選択するにあたっての課題やニーズを

踏まえ、業種別アプローチを実施するとともに、広報用動画を作成し、多様な働き方の周知を行う。また、導入支援員への研修を行い企業へのアウトリーチ型支援
につなげる。キャリアと生活の両立や非正規雇用労働者の正社員転換の受け皿としての「多様な正社員」制度を中心としつつ、各企業の実情に応じた雇用管理等を
支援することで、労働者のニーズに応じた多様な働き方を実現するための環境整備を推進する。

１  事 業 の 目 的

興味・関心のある企業アプローチ対象企業

※令和7年度参加者数 375人

導入支援員
への研修

（働き方改革推進
支援センター）

「多様な正社員」
制度に関する業種別
アプローチの実施

【新規】

○希望に応じて誰もが能力を発揮できるよう、多様な働き方を実現する観点から、（中略）「多様な正社員」
制度について、専門家による導入支援、好事例の周知やセミナー等を引き続き実施する必要がある。
（多様で柔軟な働き方の推進）
〇多様な正社員制度、（中略）の普及に取り組む。

周知セミナーの
開催（令和８年
度から実施）

令和８年度実態調査を
踏まえた業種の企業

「多様な正社員」
制度に関する広報用
動画の作成【新規】
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２  事 業 の 概 要 ( 民 間 企 業 等 に 委 託 し て 実 施 )

１  事 業 実 施 の 背 景

女性の健康等に配慮した職場づくり支援事業
令和９年度概算要求額 1.1億円（1.1億円）（）内は前年度当初予算額

雇用環境・均等局雇用機会均等課
（内線7905、5110）

• 妊娠中又は出産後も働き続ける女性が増加する中、令和７年に改正された女性活躍推進法において、女性活躍の推進は女性の健康上の特性に留意して行われる
べき旨が明確化された。また、「経済財政運営と改革の基本方針2026」（令和８年７月21日閣議決定）において性差に基づく健康問題への対応の取組を進める
こととされるとともに、「女性活躍・男女共同参画の重点方針2026（女性版骨太の方針2026）」（令和８年６月25日すべての女性が輝く社会づくり本部・男
女共同参画推進本部決定）において、職場における女性の健康支援に係る取組が進むよう、積極的に女性の健康課題に対する取組を行っている企業を評価する
仕組みである『えるぼしプラス』認定の取得促進、ホームページ等による企業の事例の周知等を図ることとされている。

• 一方で、不妊治療を受ける夫婦は近年約4.4組に1組となるなど、働きながら不妊治療を受ける労働者は増加傾向にあり、不妊治療と仕事との両立支援は重要な
課題となっているが、特に女性に身体的・時間的負担が大きいのが実情である。このため、本人、事業主、上司や同僚の一層の啓発を図り、不妊治療に理解あ
る職場環境の整備を推進する必要がある。

• 更には、技術開発により職場の安全性が向上している中で、母性健康管理の状況を調査することが必要となっている。

（女性の健康支援）＜拡充＞
○企業の人事労務管理担当者等を対象に、女性労働者の月経、妊娠・出産、
更年期等のライフステージごとの健康課題に必要な知識付与のためのオ
ンライン研修会の開催

〇企業規模によるニーズの違いを踏まえた中小企業向け研修や特定の業種
の実態に応じた研修など複数タイプの研修の開催

（不妊治療と仕事との両立支援）
〇女性のみならず男性も重要な当事者となる不妊治療について、事業主や
人事労務担当者の「気付き」を促すための研修の開催

労働特会 子子特会 一般
会計労災 雇用 徴収 育休

約6／11 約5／11

○企業や働く女性に対して、検討委員会での検討を踏まえ、月経や妊娠・
出産、更年期等の健康課題や母性健康管理措置、不妊治療と仕事との
両立支援等（以下「働く女性の健康課題等」という。）の情報を提供
するウェブサイトを運営。
【サイトの内容】
・事業主や労働者向けのヘルスリテラシーを高めるための周知啓発動画
の配信

・働く女性の健康課題等に関するメール相談
・職場における女性従業員の健康支援の好事例の掲載（特に内容の充実

を図る）＜拡充＞
・母性健康管理指導事項連絡カードの使用方法等の情報提供

〇女性の健康課題対応等について企業向け、労働者向けの周知啓発資料の
作成・配布

○女性の健康課題等への配慮の必要性に関する啓発を目的とした、企業関
係者（事業主、産業保健スタッフ、管理職等）等に対する周知・広報

〇「女性の健康総合センター」等関係機関との連携によるお互いの強みを
生かした情報発信（企業が実施した施策の効果のフィードバック等）

研修会等の開催

○労働現場の化学物質の管理・規制のあり方が変遷する中で女性労働者の
活躍と保護を両立させるため、調査を通じて女性・母性に有害な化学物
質の有害性や取扱いのリスクについての情報収集を実施

〇化学物質を取り扱う作業現場において、女性労働者の作業状況をヒアリ
ングするとともに、個人ばく露濃度測定を行い、ばく露濃度の実態把握
を行う。

働く女性の健康支援サイト等による周知啓発

女性労働者の危険有害業務の調査等
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３  実 施 主 体 等

２  事 業 の 概 要 ・ ス キー ム

１  事 業 の 目 的

職域における労働者の健康保持増進の取組推進事業

令和９年度概算要求額 97百万円（ー）※（）内は前年度当初予算額

労働基準局安全衛生部労働衛生課
（内線5497）

労働特会 子子特会 一般
会計労災 雇用 徴収 育休

〇

○ 高年齢労働者の増加、急速な技術革新の進展等の社会経済情勢の変化を踏まえ、政府において、がん検診の推進等を通じた「攻めの予
防医療」を進めることによって、健康寿命の延伸を図り、社会保障の担い手の拡大に取り組むこととされており、労働者については、
労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）（以下「安衛法」という。）第 69 条の健康保持増進措置の枠組みを活用し、事業場にお
ける疾病の早期発見・早期治療の取組の強化を図る必要がある。

〇 このため、主に職域におけるがん検診、歯科健診等の受診勧奨や女性の健康課題への対応等、職域における労働者の健康保持増進の取
組の推進のため、これらに係る周知啓発や取組状況の調査、事業者等への研修・相談支援事業を行う。

民間団体等（委託）

（１）研修・相談支援のための研修テキストの作成等  
〇 職域における労働者の健康保持増進の取組の推進のため、労働者向けの健康教育のための簡易な企業内研修用のテキスト・動画、事業
場の産業保健スタッフ向けの研修テキスト及び労働者向けのがん検診等の受診のための勧奨用リーフレット・動画（７種類）や、事業
者・健診機関・保険者等の取組事例を集めた好事例集を作成する。

〇 各種テキスト・動画を掲載した特設ホームページの開設・運用を行う。
〇 事業者、健診機関、保険者等の関係者を対象としたシンポジウム（全国１回、都内での会場開催及びオンライン配信）を実施する。
（２）THP指針に基づく取組状況の調査                                               
〇 事業場におけるTHP指針に基づく労働者の健康保持増進措置に係る取組状況について、事業場及び労働者に対する調査を行い、措置の
実施内容、実施状況等の実態把握を行う。

（３）事業者等への研修・相談支援の実施
〇 研修テキスト等を用いて、都道府県産業保健総合支援センターにおいて中小企業の事業者や産業保健スタッフ等に対して、労働者の健
康保持増進のための取組の推進に係る研修・セミナーの開催や、個別訪問、相談支援等を行う。
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